優良産廃処理業者認定を受けるための書類
（産業廃棄物収集運搬業〔積替え保管を除く。〕）
　　令第６条の９第２号に掲げる者に該当するものとして、法第１４条第２項の許可の更新を

　受けようとする者である場合には、許可申請の添付書類に加えて、当該認定審査に必要とな
る下記（１）～（５）の書類も添付してください。

記

	（１）従前の法第１４条第１項の許可に係る許可の有効期間（同条第３項に規定する許可の

　　有効期間をいう。）又は当該有効期間を含む連続する５年間（同条第１項の許可を受け
　　ている期間に限る。）のいずれか長い期間において、特定不利益処分を受けていないこ
　　とを誓約する書面………………………………………………………………………１ページ

（２）施行規則第９条の３第２号の表の上欄に掲げる事項に係る情報について、当該許可の

　　更新の申請の日前６か月間（申請者が令第６条の９第２号に掲げる者である場合にあっ

　　ては、従前の法第１４条第１項の許可を受けた日から当該申請の日までの間）、インタ

　　ーネット上で公表し、かつ、それぞれ同表の下欄に掲げるところに従って更新している

　　ことを証する書類…………………………………………………………………２、３ページ

（３）その事業活動（産業廃棄物収集運搬業）に係る環境配慮の状況が、国際標準化機構が

　　定めた規格第１４００１号に適合している旨の認証を受けていること又はその事業活動

　　（産業廃棄物収集運搬業）に係る環境配慮の状況について、一般財団法人持続性推進機
　　構による認証を受けていることを証する書類　……………………………………４ページ

（４）電子マニフェストが利用可能であることを証する書類…………………………４ページ

（５）財務体質の健全性を証する下記の書類……………………………………………５ページ

ア　直前３年の各事業年度の自己資本比率を記載した書類

イ　直前３年の各事業年度の経常利益金額等を記載した書類

ウ　法人税等を滞納していないことを証する書類


（１）従前の法第１４条第１項の許可に係る許可の有効期間又は当該有効期間を含む連続する５
　　年間のいずれか長い期間において、特定不利益処分を受けていないことを誓約する書面

誓　約　書
埼玉県知事
　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日までの間、廃棄物の処理及び清掃に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  第９条の３第１号
関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）   　　　　　　　　　　　 に規定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  第１０条の１２の２第１号
する特定不利益処分を受けていないことを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
【特定不利益処分】
1 廃棄物処理業に係る事業停止命令（法第７条の３及び第１４条の３（法第１４条の６において準用する場合を含む。））
2 廃棄物処理施設に係る改善・使用停止命令（法第９条の２及び第１５条の２の７）
3 廃棄物処理施設の設置の許可の取消し（法第９条の２の２第１項若しくは第２項及び第１５条の３）
4 
再生利用認定の取消し（法第９条の８第９項（法第１５条の４の２第３項において準用する場合を含む。））
5 
広域認定の取消し（法第９条の９第１０項（法第１５条の４の３第３項において準用する場合を含む。））
6 
無害化認定の取消し（法第９条の１０第７項（法第１５条の４の４第３項において準用する場合を含む。））
7 
二以上の事業者による処理に係る認定の取消し（法第１２条の７第１０項）
8 
廃棄物の不適正処理に係る改善命令（法第１９条の３）
9 
廃棄物の不適正処理に係る措置命令（法第１９条の４第１項（法第１９条の１０第１項において準用する場合を含む。）、第１９条の４の２第１項、第１９条の５第１項（法１９条の１９第２項において準用する場合を含む。）及び第１９条の６第１項）
（２）下表の左欄に掲げる事項に係る情報について、当該許可の更新の申請の日前６か月間

　　（申請者が令第６条の９第２号に掲げる者である場合にあっては、従前の法第１４条第１

　　項の許可を受けた日から当該申請の日までの間）、インターネット上で公表し、かつ、そ

　　れぞれ同表の右欄に掲げるところに従って更新していることを証する書類

【添付書類】

①　情報公開の更新履歴一覧表

・産廃情報ネットを利用している場合は履歴証明書
・自社ホームページの場合は情報公表状況報告書（３ページ）
②　基準日※時点の公表事項の内容（ＷＥＢサイトの画面）を全て印刷したもの
③　基準日※以降に公表事項を更新している場合、更新箇所の内容（変更部分のＷＥＢサイトの画面）を印刷したもの（更新日が分かるよう、その最初のページにインデックスを付けてください。）
※基準日は以下のとおり設定
　・初回の優良認定の場合：当該許可更新申請日の６か月間以上前の任意の日
　・既に優良認定を受けている場合：当該許可更新申請日の１年以上前の任意の日
　上記①～③に替えて環境大臣の指定を受けた者が発行した「事業の透明性に係る基準の適
合についての証明書」（以下、「適合証明書」という。）の提出によることも可能です。

　但し、基準日から申請日までの間で適合証明書の期間に含まれていない期間（以下「未証

明期間」という。）があり、未証明期間内に公表事項の変更があった場合には、①情報公開

の更新履歴一覧表（上記①と同じ）、②未証明期間の始期での公表事項の内容（ＷＥＢサイ

トの画面）を全て印刷したもの、③未証明期間内に更新した公表事項の更新箇所の内容（変

更部分のＷＥＢサイトの画面）を印刷したもの、が必要になります。
表　産業廃棄物収集運搬業〔積替え保管を除く。〕の公表事項

	公　表　事　項
	更新すべき場合

	（１）申請者が法人である場合には、当該法人に関する次に掲げる事項（ア、エ又

　　は、カに掲げる事項を変更した場合にあっては、当該変更に係る履歴を含

　　む。）

　　ア　名称

　　イ　事務所又は事業場の所在地

　　ウ　設立年月日

　　エ　資本金又は出資金

　　オ　代表者、役員及び令第６条の１０に規定する使用人の氏名及び就任年月日

　　カ　事業（他に法第１４条第１項若しくは第６項又は第１４条の４第１項若し

　　　くは第６項の許可を受けている場合にあっては、これらの許可に係るものを

　　　含む。以下この表において同じ。）の内容
	変更の都度（オに掲げる事項については１年に１回以上）

	（２）申請者が個人である場合には、氏名、住所及び事業の内容（事業の内容を変

　　更した場合にあっては、当該変更に係る履歴を含む。）
	変更の都度

	（３）事業計画（他に法第１４条第１項若しくは第６項又は第１４条の４第１項若

　　しくは第６項の許可を受けている場合にあっては、これらの許可に係る事業に

　　関するものを含む。）の概要
	変更の都度

	（４）申請者が受けている法第１４条第１項若しくは第６項又は第１４条の４第１

　　項若しくは第６項の許可（他にこれらの許可を受けている場合にあっては、当

　　該許可を含む。）に係る第１０条の２若しくは第１０条の６又は第１０条の

　　１４若しくは第１０条の１８に規定する許可証の写し
	変更の都度

	（５）事業の用に供する施設に関する次に掲げる事項

運搬施設の種類及び数量並びに運搬車に係る低公害車の導入の状況
	変更の都度（最低１年に１回以上）

	（６）情報をインターネットを利用する方法により公表する日（当該情報を更新す

　　る場合にあっては、更新する日）の属する月の前々月までの３年間の各月にお

　　いて事業者から引渡しを受けた産業廃棄物に関する次に掲げる事項

　　ア　産業廃棄物の種類ごとの受入量

　　イ　産業廃棄物の種類ごと及び運搬方法ごとの運搬量
	１年に１回以上

	（７）申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における貸借対照表、

　　損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
	１年に１回以上

	（８）事業者がその産業廃棄物の処分を申請者に委託するに当たって支払う料金を

　　提示する方法
	変更の都度

	（９）業務を所掌する組織及び人員配置
	変更の都度（人員

配置については１

年に１回以上）

	（10）事業の実施に関し生活環境の保全上利害関係を有する者に対する事業場の公

　　開の有無及び公開している場合にあっては公開の頻度
	変更の都度


情報公表状況報告書（産業廃棄物収集運搬業〔積替え保管を除く。〕）

情報公表の開始日　　　　　年　　月　　日

※１　公表事項の詳細は「表　産業廃棄物収集運搬業〔積替え保管を除く。〕の公表事項」を参照

※２　更新年月日の時系列順に左から記入してください。
	公　表　事　項
	変更した事項に「○」を記入してください。

	
	更新

年月日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（１）（法人）会社情報

ア　名称

イ　事務所又は事業場の所在地
　ウ　設立年月日

　エ　資本金又は出資金

　オ　代表者、役員及び政令使用人の氏名及び就任年月日
　カ　事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（２）（個人）個人情報

氏名、住所及び事業の内容
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（３）事業計画

事業計画の概要
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（４）許可内容

許可証の写し
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（５）施設に関する状況

運搬施設の種類及び数量並びに運搬車に係る低公害車の導入の状況
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（６）事業者から引渡しを受けた産業廃棄物に関する事項

ア　産業廃棄物の種類ごとの受入量

イ　産業廃棄物の種類ごと及び運搬方法ごとの運搬量
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（７）（法人）財務諸表

直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（８）処分委託料金の提示方法

申請者に委託するに当たって支払う料金を提示する方法
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（９）組織体制

業務を所掌する組織及び人員配置
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（10）地域融和

事業場の公開の有無及び公開している場合にあっては公開の頻度
	
	
	  
	
	
	
	
	
	
	


（３）その事業活動（産業廃棄物収集運搬業）に係る環境配慮の状況が、国際標準化機構が定

　　めた規格第１４００１号に適合している旨の認証を受けていること又はその事業活動（産

　　業廃棄物収集運搬業）に係る環境配慮の状況について、一般財団法人持続性推進機構によ
　　る認証を受けていることを証する書類

　　　当該認証・登録証の写しを添付してください。

　※　その事業活動（産業廃棄物収集運搬業）に係る環境配慮の状況について、一般財団法人持
　　続性推進機構による認証を受けていることについてはエコアクション２１若しくは「エコア
　　クション２１産業廃棄物処理業者の相互認証に関する規定」に基づき、地域等における環境
　　マネジメントシステム（地域版ＥＭＳ）及び当該地域版ＥＭＳの認証を受けた事業者が当該
　　機構による相互認証を受けていることが該当します。
　※　申請者が埼玉県内に複数の事業所を有する場合には、このうちいずれかの事業所につい

　　て認証を取得していれば構いません。

　　　なお、埼玉県内に事業所を有しない場合には、許可申請書に記載された事業所のうち、

　　いずれかの事業所について認証を取得していれば構いません。

　※　国際標準化機構が定めた規格第１４００１号の登録事業者が申請者の親会社であって、登
　　録証の付属書に認証範囲内に係る事業所として申請者が記載されている場合、基準を満たし
　　ています。
（４）電子マニフェストが利用可能であることを証する書類

　　　公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター（情報処理センター）から交付された電
　　子情報処理組織の使用を証する書面（加入証）の写しを添付してください。
（５）財務体質の健全性を証する下記の書類

ア　直前３年の各事業年度の自己資本比率を記載した書類（下記様式）。

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　

	
	自　年　月

至　年　月
	自　年　月

至　年　月
	自　年　月

至　年　月
直前の期

	ａ　純資産の額
	
	
	

	ｂ　純資産の額と負債の額との
　合計額
	
	
	

	ｃ　自己資本比率（ａ÷ｂ×100）
	
	
	

	ｄ　営業利益金額
	

	ｅ　営業利益金額等（ｄ＋下表イ.ｄ）
	


 ※１　直前３年の貸借対照表から転記してください。

 ※２　ｃの自己資本比率は、小数点以下を切り捨て、整数としてください。

 ※３　ｃの自己資本比率が直前３年の各事業年度において０以上であること及び次のいずれか
　　 の基準に該当しないと優良基準に適合しているとは認められません。
 　　　・直前３年の各事業年度のうちいずれかの事業年度における自己資金比率が１０％以上
 　　　であること
 　　　・直前の期の事業年度における営業利益金額等が０を超えること。
イ　直前３年の各事業年度の経常利益金額等を記載した書類（下記様式）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　

	
	自　年　月

至　年　月
	自　年　月

至　年　月
	自　年　月

至　年　月
直前の期

	ａ　経常利益金額
	
	
	

	ｂ　減価償却費の額（販売費及び一

般管理費の額の一項目として分割

して記載されているもの）※３
	
	
	

	ｃ　減価償却費の額（売上、製造等

原価の額の一項目として分割して

記載されているもの）※３
	
	
	

	ｄ　減価償却費の額の合計

　　（ｂ＋ｃ）
	
	
	

	ｅ　経常利益金額等（ａ＋ｄ）
	①
	②
	③

	ｅの平均額

(①＋②＋③)/３
	


 ※１　直前３年の損益計算書から転記してください。

 ※２　ｅの経常利益金額等の平均額が０円を超えていなければ、優良基準に適合している
　　 とは認められません。
 ※３　ｂとｃの減価償却費の額が記載されている書類を添付してください。

ウ　法人税等（法人税、消費税、住民税〔県民税及び市町村民税をいう。〕、事業税、地方消
　費税、不動産取得税、固定資産税、事業所税及び都市計画税、社会保険料並びに労働保険料
　を滞納していないことを証する書類。

　　　直前３年の当該税の納税証明書（申請日前３か月以内に発行されたもの）並びに直前

　　２年の社会保険料及び直前３年の労働保険料の納入証明書等を添付してください。

　　※　申請者が優良認定を受けようとする埼玉県内に設置している産業廃棄物処理業に関

　　　連する全ての事務所・事業場に係るものが納付確認の対象となります。
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